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日本における減価償却手続は、多くの場合、会計上認められる複数の減価償却方法から
一つの方法を任意に選択し、税法基準に準拠して耐用年数や残存価額を決定し、固定資産
の取得原価を規則的、継続的に配分計算をしている。結果として、減価償却費の計上額や
固定資産の帳簿残高が同一の尺度で計算されずに企業間比較が十分にできないとしても、
会計および監査実務上、それほど問題とされない。しかし、こういった欠点は古くから学
説上、指摘されており、昨今では、IFRS 適用に直面して減価償却会計を考える際の課題と
して改めて注目されている。検討にあたっては、動態論あるいは収益費用か資産負債観か
といった概念上の論争にとどまることなく、企業の活動実態を反映させるという会計の基
本に立ち戻ることで具体的な解決へと踏みだすことができる。本稿では、実務上の取り組
みを参考にしながら、このようなアプローチの意義と可能性を追求する。 
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1. はじめに－本稿の課題 
日本では、IFRS(国際財務報告基準)とのコンバージェンス(統合化)やアドプション(強制
適用)について、賛否をめぐる議論が展開されている。そのような議論に際して、収益費用
観と資産負債観が対比されることがある。収益費用観は、従来の費用配分原則、実現原則、
費用収益対応原則といった期間損益計算中心の会計思考と結びついて特徴づけられる。他
方、資産負債観は、資産、負債、資本の価値を表す貸借対照表(財政状態計算表)中心の思考
として特徴づけられ、IFRS や米国会計基準における基本的思考と考えられている[FASB、
1976]。しかしながら、これら二つの概念について理論的に検討してみると、両者は排他的
な二者択一の関係というよりも、会計の一側面を表現しているにすぎない。たとえば、収
益費用観では、利益の不規則な変動を緩和させるために規則的な費用配分計算をし、その
結果として計算擬制的な資産(繰延資産など)が計上されることが批判される。たしかに従来
の動態論はこのような特徴を伴って説明される傾向があり、この点への批判の意味を込め
て収益費用観という用語が使われているのであれば、まさにその通りであるが、これは本
来の収益費用観というよりも、そこから派生する副作用といえる。他方、資産負債観につ
いても、あたかも期末の資産残高のみを公正価値で測定し、期中の変動は考慮しないかの
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ように特徴づけて拒否反応を示す論調も見受けられる。しかし、会計上の取引の認識にあ
たっては経済的資源もしくは便益(ストック)の変動をとらえるのは当然のことであり、期中
の収益・費用の認識においても資産・負債の認識が重要である点は変わらないはずである。
他方、資産負債観であるがゆえにすべての資産・負債を公正価値で測定すべきとするかど
うかは、なお議論のあるところである。 
このように考えると、期中の収益・費用や期末の資産・負債を会計的に認識するにあた
っては、その根本において、会計の本来の役割である企業の活動実態を適切に表現すると
いう共通認識があるはずである。「実態を適切に表現する」とは、会計処理の対象となる企
業活動の実態に注目し、ストック(資産、負債、純資産)の増減は、同時にフロー(収益、費
用)の発生であり、両者は表裏一体であるとの視点から会計処理をすることである。この考
え方をあえて表現すれば―とりたてて言うほどでもないが―いわば企業実態観と言えよう
[冨塚、2010, 2012]。 
個々の会計処理方法の改善を考えるにあたっても、収益費用観と資産負債観のいずれに
立つのかといった概念論争にとどまることなく、企業の活動実態の適切な表現を追求する
ことで、個々の課題にアプローチできると考えられる。また、これまでの会計基準の新設・
改廃のプロセスも理解しやすい。たとえば、オフバランス項目のオンバランス化として、
リース会計や退職給付会計、研究開発費の資産計上など、そして、損益計算の厳密化とし
ては、収益認識の見直し、減価償却の選択・適用、棚卸資産の評価方法の選択・適用など、
これらの会計方法の改訂は、収益費用観から資産負債観への移行という単純な図式によっ
て説明されるというよりも、企業活動の実態をよりよく表現するための改訂の積み重ねと
見ることができる [冨塚、2012] 。 
とはいえ、「実態」といっても、その基礎にある考え方によって異なる「実態」がありう
るので、「実態」の解釈をめぐって再び議論になる可能性がある。この点を考慮して、でき
るだけ個別的、具体的に検討するための一例として、本稿では減価償却会計を取り上げる。
減価償却会計の問題は、ほとんどの企業の財政状態および経営成績に大きな影響を与える
共通のテーマであり、とりわけ、定率法の位置づけ、耐用年数の見積り、コンポーネント・
アカウンティングなどをめぐっては IFRS と日本の会計実務との違いが懸念されている[経
団連、2013]。IASB(国際会計基準審議会)でも、適用にあたっての実務上の混乱に配慮して、
ガイダンス資料「教育マテリアル」等を公表している[IASB、2013]。日本でも、エンドー
スメントされた IFRS(日本版 IFRS)の検討が 2013 年から始まっており、そこでの検討項目
の候補として減価償却に関するガイダンスや教育文書の開発が挙げられ[経営財務、2014: 
p.5]、関心の高さを示している。 
かくして、これら実務上の対応の動向を手がかりとしながら、減価償却方法の選択・適
用にかかわる問題を検討し、企業活動の実態を適切に表現することの意義を探求して行き
たい。 
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2. 減価償却の意義 
一般に、減価償却とは、固定資産の使用にともない、そのストックとしての経済価値が
徐々に消費され、フローとして費用化される事象であり、そのプロセスを表現するのが減
価償却方法である。したがって、まずはストックとして認識される資源の取得原価を確定
し、その耐用年数または使用可能総量および残存価値などの諸要素を推定し、これらを計
算要素として毎期の減価償却費を算定し、費用計上する。具体的には、毎期一定額を費用
とする定額法、帳簿残高に対して一定率で費用とする定率法、使用量に応じて費用とする
生産高比例法などがある。かくして、減価償却の会計的意義は、複数の認められる会計方
法から一つを選んで規則的、継続的に適用して減価償却費を計上することにより、期間損
益計算が適正に行う点にあるとされる(企業会計原則 第三貸借対照表原則五、連続意見書第
三、一・二など)。ただし、減価償却費の計上を通して、キャッシュ・フローを伴わない費
用が計上され、その内部留保によって維持更新のための資金が確保されるという財務的側
面が強調されることもあるが、これはあくまで結果としての効果と位置づけられるのが一
般的である[飯野、pp. 7-3～5]。 
こういった一連の説明の基礎には、費用の認識・測定にあたって発生主義や費用収益対
応原則といった基本原則があり、さらにその根本理念としては、ドイツ流の動態論がある。
また、最近では、アメリカにおける会計概念フレームワークの検討に際して、収益費用観
と呼ばれている[FASB、1976]。ちなみに、適正な費用配分計算を通して適正な期間損益計
算に貢献するとしても、その結果としての帳簿残高は、貸借対照表上の資産としての価値
を表現しているのかとの疑問も生じうる。このような疑問に対して従来の動態論あるいは
収益費用観は、会計の主目的は適正な損益計算の確保にあり、貸借対照表は期間ごとの損
益計算を結び付ける「連結環」としての機能が期待されるので、規則的で継続的な計算の
結果としての残高を適正な数値として引き継ぐことが重要であると説明する。 
ところで、減価償却のあり方については、資本主義の発達によって固定設備が大規模化
してきた時期に、その会計上の取扱いが重要なテーマとなり、『減価償却論』を表題に掲げ
た著作が多数公刊された([木村、1967]、[高山、1983]、 [馬場、1968]、[増谷、1965]、[峯
村、1970]等々])。それらの文献においても、基本的には、動態論的な費用配分説が支持さ
れている[佐藤、1952: p.3]が、耐用年数、減価償却方法の選択、特別償却などの政策的措置
について問題点が指摘されていた[馬場、1959: p.89]、[高山、1982 : p.64]1。 
また、Sterling[1979]は、会計をコンベンション(会計慣行)にもとづくアート(技法)にとど
めるのではなく、経験的な検証に耐えうるサイエンス(科学)とするにはどうしたらよいかを
探究しており、そのなかで、減価償却の方法にも言及している。たとえば、自身の体重を
測定するにあたって、取得時(誕生)の体重がわかっていたとして、耐用年数(寿命)と処分時
                                                  
1 ちなみに、篠原[1961: p.60]は、経済学者による会計学・経営学への“放言として”、国民経済統計の視点から、「(定率
法の採用によって)早期償却の原理にもとづいて国富純額が推定されるとしたら、一国の富は不当に過少評価されざるを
えないだろう。」とコメントしている。企業の任意選択によって、減価償却費に違いが生じ、それゆえに利益数値にも影
響を及ぼすとすれば、企業間の比較が困難になるという問題点を示唆している。 
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(死亡時)の体重を仮定して、複数の配分計算方法によって、現在の体重が複数の計算結果と
なる例え話を紹介し、その不合理さを訴えている(pp. 29-30)。  
このように、実務においてさほど大きな問題とされてこなかった減価償却の手続も、企
業間の比較可能性あるいは恣意的な選択可能性をめぐっては、かなり以前から学説上、問
題とされてきた。これらの論点は、より根本的には、動態論あるいは収益費用観、発生主
義、費用収益対応原則といった基礎的な考え方の意義を問うものであり、この点が現代に
おいて改めて問われているともいえる。 
他方、期間損益計算を中心とした動態論的思考に対比させて、財政状態を適切に表す貸
借対照表自体の存在価値をもっと尊重し、その資産、負債、純資産(資本)の概念規定にした
がって適切に表示しようとする考え方が強まってきた。これは、収益費用観に対して資産
負債観と呼ばれ、アメリカの会計基準や IFRS の基礎にある考え方としてしばしば強調され
ている[FASB、1976]。ここでは、フロー(資源の増減)よりもストック(資源のあり高)が注目
されるので、減価償却の場合、極端に言えば、資源の継続的な減少(フロー)を計算するより
も、固定資産の期末残高を公正価値で測定すればよいとの結論へと至る可能性もある。た
だし、金融資産の公正価値測定については肯定的な議論も多いが、固定資産や棚卸資産の
ような事業資産についてまで公正価値測定を主張する見解は少ない2。 
では、資産負債観にもとづいているとされている IFRS は、どのように規定しているので
あろうか。IAS16 では、いくつかの減価償却方法からの任意の選択適用を認めるのではな
く、固定資産の経済的便益が消費されるパターンをより良く反映する方法を選択すべきと
する(60, 62 項)。また、大型の固定設備の場合、いくつかの重要な部品に分かれるとすれば、
それぞれの耐用年数に応じて別々の減価償却を行うコンポーネント・アカウンティングを
要請している(44 項)。耐用年数にしても、物理的耐用年数のみならず経済的耐用年数も考
慮しての見積りに過ぎないので、毎期末に見直す必要性を示している(61 項)。要するに、
減価償却費を算出するための各計算要素についてきめ細かいルールを設けることを通して、
企業の活動実態を反映しようとする。つまり、資産の定義にしたがった期末残高(ストック)
が財政状態を適切に表すことを尊重するにしても、その前提として、フローとしての減価
償却費を適切に計上する必要があり、したがって、資産の期末残高と期中の費用の把握と
が表裏一体となって、企業の活動実態が適切に表現されるという考え方がとられている。
このようなアプローチは、取得原価による当初測定額にもとづいて、期中のフローをきめ
細かく表そうとする点では収益費用観に属すると見ることもできるが、期中のフローを資
産の変動要素として捉えることで、結果として期末残高を適切に表そうとする点では資産
負債観の視点も関与しているともいえる。しかし、どちらか一方の概念では、企業の活動
実態の一側面を説明しているにすぎないので、この二つの概念のどちらかを当てはめるの
ではなく、いずれの概念からも距離をとって、中立的に、企業実態観として捉えた方がフ
                                                  
2 かつて資本維持論が展開された時期には時価評価を唱える論者も多く見られたが、今日では名目貨幣資本維持論を前
提とすることが一般的となっている。なお、前述の Sterling はすべての項目を売却時価で測定することを提唱している。 
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ローとストックの両方を的確に表現する会計の探求に結びつくものと考えられる。 
 
3. 企業活動の実態を表すこと 
とはいえ、上述したように、企業活動の「実態」といっても目に見えるものではない。
それこそ、収益費用観においても「実態」が想定されうるし、また、資産負債観において
も別の「実態」がありうる。すなわち、「実態」を解釈する視点が多様であれば、議論は相
変わらず収束しない。このような循環論を回避するのは容易ではないが、できるだけ具体
的な事例をよりどころとして、妥当と思われる考え方を探求するほかない。 
たとえば、減価償却費の計上にあたって「費用」の意味を考えてみると、改めていうま
でもなく、それは資産(経済的資源または便益)を消費した状態を表現する項目であり、した
がって「費用の発生」とはそのような消費をしたタイミングとなる[笠井、2012: pp.14-15]。
減価償却費でいえば、その発生は固定資産の価値が消費された時点である。ただし、固定
資産の場合、棚卸資産などと違って、その消費を物理的に確認するのは困難なため、何ら
かの仮定を設けてそれを推定せざるを得ず、これが減価償却という手続になるわけである
が、基本的な考え方としては、資産の価値が消費される状態をどのように把握するかがポ
イントになる。これをデータによって客観的に検証するのは困難であろうが、できるだけ
具体的な事例を調べることによって、企業の活動実態を適切に表現するための手がかりと
することはできるであろう。 
 
3-1 減価償却と測定論 
まず減価償却と測定論との関係について検討する。資産負債観を一つの根拠として、固
定資産も期末に公正価値で評価すれば、一つの数値が得られるので、減価償却方法の選択
適用による結果の多様性から生じる問題は解消できるかもしれない。上述した
Sterling[1979]は、資産負債観が注目される以前から主張していたが、会計的コンベンショ
ンとしての減価償却方法の選択適用を続けるよりも、客観的で検証可能な時価、とくに売
却時価による測定をすることで、会計(学)は科学的な学問となると唱えている。 
IFRS も公正価値による測定を強調することによって、企業の恣意的選択の余地を狭め、
有用な会計情報を提供することを目指しているようにみえ、IFRS 導入によってすべての資
産・負債を公正価値で測定する会計に向かうとの論調もある。しかし、実際のところでは、
上述したように、非貨幣資産である固定資産については取得原価で測定する原価モデルに
もとづいて、減価償却方法の適用の仕方をきめ細かくして実態を反映する方向で規定して
いる。公正価値による再評価モデルも認めているが、これも定期的な評価見直しと減価償
却を組み合わせたものであって、毎期末に公正価値で測定する方法ではない。ここでは、
固定資産は、価値生産活動のために投下され、継続的に使用することで製品・サービスの
価値を生み出す財なので、投下されたコスト(原価)で記録し続けることが、継続的な「管理
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運営方針」3に沿った適切な会計表現になると解される。それゆえにこそ、当該固定資産を
継続的な事業から外すことを経営意思決定したときには、IFRS 5 が、公正価値で測定して
「売却目的資産」として流動資産に移すよう規定している。つまり、継続的に使用するな
らば、原価モデルもしくはその定期的修正による再評価モデルを適用し、売却目的とする
ならば、減価償却を止めて公正価値で測定するというように、企業内の管理運営方針を反
映した会計処理を行うことで、その実態を適切に表そうとしているのである。 
この考え方は、先に紹介した Sterling[1979]の会計モデルにおける考え方とは異なるもの
である。彼のモデルによれば、企業経営者として、企業の財産を売却したらいくらになる
かを一方において念頭に置きつつ、それを上回る価値を生み出すと判断する限りで継続的
に経営をすべきであるとの立場から、売却時価による会計情報が有用であることを主張し
ている。そして株主あるいは投資者が同様の視点から投資意思決定をするためには、同様
の情報、すなわち、売却時価による情報を提供すべきと考える。しかし、そのような視点
から企業に投資する人々が全体としてどれほどなのかは分からない。会計情報に対する
人々のニーズは多様であり、一つの視点からのみ議論することには慎重でなければならな
いが、一般目的としての財務諸表を作成する会計制度としては、ゴーイング・コンサーン
の前提にもとづいて、企業を継続的に管理運営する視点からその実態を知ろうとする投資
者を典型的なタイプとして想定して有用な会計情報を提供することが、彼らの意思決定を
通しての経済資源の有効な配分に貢献するものと考えられる。IFRS の新設・改廃がどのよ
うな方向に進むのかは不明であるが、今後の会計基準策定にあたっても、企業内の継続的
な管理運営方針を尊重し、それに沿って「実態」を表すという視点が引き継がれることを
期待したい。 
 
3-2. 実務上の課題 
以上の議論に沿って考えるならば、減価償却にあたっては、当該固定資産に投下された
コストからなる取得原価の把握と、その消費のパターンの把握が重要となる。取得原価の
把握にあたっては、当該固定資産の取得の対価のみならず、付随費用をどこまで含めるか、
資本的支出と収益的支出とをどのように識別するか、そしてまた最近の話題として、借入
費用や資産除去費用を含めるべきかどうか、などいずれも重要な論点である。これらは固
定資産会計そのものの基本的論点といえるが、ここでは、減価償却に焦点を絞るため、差
し当たり取得原価は与えられたものとした上で、その経済的便益の消費パターンについて
検討することにしたい。 
 
(1) 日本経済団体連合会の対応 
(a) IFRS 導入準備タスクフォース 
                                                  
3 ビジネスモデルという語が用いられることもあるが、その意味する内容が幅広いため、誤解を招く可能性もあるので、
ここでは、内容を限定するために「管理運営方針」とした。 
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日本経済団体連合会は、IFRS 任意適用企業等における円滑な導入のサポートを目的とし
て、2009 年 10 月からタスクフォースをスタートし、その成果を広く情報共有すべくフィ
ードバック資料[経団連、2011]として公表した。そのメンバーによる座談会[高畑/山床/湯浅、
2012]を参考にしてみると、たとえば、減価償却方法について「IFRS では定額法がデフォ
ルトとは書かれていないこと」、「過去 10 年余りの減価償却費と修繕費の合計額の推移を把
握し、ほぼ一定範囲内におさまっていること」「設備投資時点での工事量、設備稼働の予測
などの考慮」から定率法が適切であると判断した企業がある一方、企業内での詳細な調査
と議論を重ねた上で定額法に変更した企業の例が示されている(pp. 118-120)。また、耐用年
数の調査において、固定資産の使用実績に加えて、個々の製品のライフサイクル、あるい
は製品グループとしての技術革新を含めたビジネスサイクル、海外の同業他社のケースな
ど調査して決定したケースや、実態の調査を踏まえて税法基準の耐用年数とそれほど違い
がないことを確認したとの指摘もある。また、コンポーネント・アカウンティングについ
て、税法上の資産区分として実務で行われている水準で十分に対応可能なはずとの指摘も
ある( p. 114)。 
 これらの事例をみても、IFRS 導入の機会に、現場との連携を深めながら活動実態を調査
し、ときには内部でかなり激しい議論を積み重ねながら、ビジネスサイクルなどを反映す
る減価償却のあり方を検討する姿勢が見られ、このことは、まさに企業の活動実態を適切
に反映する方法の探求プロセスであり、「IFRS に移行するから単純に定額法に変えなけれ
ばいけないという話では決してない」( p.124 ) のである。 
 
(b) IFRS 実務対応検討会 
日本は、現在のところ IFRS の任意適用を認めている段階であるが、グローバル市場を睨
んで IFRS 適用を検討している企業は増えつつある。日本経済団体連合会は、タスクフォー
スに続いて、2012 年 8 月に「IFRS 実務対応検討会」を設置し、IFRS 任意適用企業および
任意適用に向けて検討中の企業の有志からなる検討会を実施し、IFRS を導入した場合に問
題になりそうな項目を取り上げて実務対応参考事例を公表している。その課題の一つとし
て、減価償却方法と耐用年数が取り上げられている[経団連、2014: pp.12-38]。 
まず減価償却方法については、対象会社 8 社のうち 4 社は連結および単体ともに定額法
を採用しているのに対して、2 社は連結および単体ともに定率法を採用しており、また他の
2 社は連結で定額法、単体では定率法を採用している。定率法を採用する企業の説明による
と、固定資産の使用期間が古くなるにつれて修繕費が逓増するので、減価償却費が逓減す
る定率法を適用することでバランスがとれるとの判断がある。その他、固定資産を導入し
た当初に収益が増大しその後に低下するので、それに対応して減価償却費を計上すること
で費用収益の対応関係が保たれるとの判断もある。他方、定額法を採用する企業は、ビジ
ネスモデルとして安定的な操業や収益確保がみられるので、定額による減価償却が実態に
対応していること、そしてビジネスの採算性の判断にも資することを挙げている。なお、
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定額法を採用する企業にあっては、修繕費との関係についてコメントはなかった。使用期
間の後半に多額の修繕費が生じることもなく、それほど重要な要因とは考えられていない
のかもしれない。 
これらの調査結果を参照してみると、定率法、定額法のいずれが適切なのかを一律に判
断するのは困難であり、当該企業の操業やビジネスモデルの実態に応じて、まさに経済的
便益の消費パターンに対応した方法を判断していると推定される。これは、IFRS の規定の
趣旨に沿うものであり、また企業実態観の立場からも支持できる。なお、この事例では、
定率法と定額法が取り上げられていたが、企業活動の実態を表すという点からすれば、た
とえば、生産高比例法も検討の余地があるはずである。たしかに、この方法は、使用量ま
たは生産量の見積総額を前提として、毎期の使用量または生産量を把握して、減価償却費
を算出するため、計算が煩雑であり見積計算の要素が大きいので、実務上は好まれないか
もしれない。しかし、固定資産の稼働状況が変動し、それに応じて収益も変動するような
状況など、ある種の条件が満たされるならば、その実態を反映する減価償却方法の候補と
して考慮されてしかるべきである。 
 他方、定額法の採用理由のなかには、海外子会社との統一性や国際的比較可能性の配慮
などをあげる企業もあった。単に費用配分のための形式的計算方法と位置づけているだけ
だとすれば、減価償却方法の適用にあたり自社の固定資産の使用状況に相応しい方法を判
断するという課題がなお残されるであろう。 
耐用年数についても、実際の使用期間を調査し、計算上の耐用年数との差が検討されて
いる。それによって耐用年数を見直している事例もあるが、多くの企業は税法上の耐用年
数とそれほど違いがないとの結論に至っている。まずは企業の活動実態を調査し、それを
反映するものとして耐用年数を検討した結果として、税法基準を妥当とするかあるいは別
の基準を設けるかという判断をしている点で、実態を適切に表現するアプローチがとられ
ているとみることができる。 
 こうしてみると、一連の減価償却手続について、画一的に決めるのではなく、企業ごと
の実態を調査し、それにあわせて適切な方法を選択適用することが望ましいことが改めて
確認される。これまでは、実務における減価償却方法として、単なる費用配分計算の一方
法ととらえて、保守的な判断から定率法を採用していたり、利益計算とのバランスから定
額法を採用していたり、また、耐用年数についても税法上の基準を所与としてそのまま適
用したりする傾向がみられた。しかしながら、IFRS 適用に直面して企業が自らの活動実態
を調査する必要性に迫られて、企業活動の実態を表すという会計の原点に立ち戻り、実務
上も形式的な適用から実態に応じた適用へと踏み込まざるを得なくなったといえる。 
 
(2)GS ユアサの IFRS プロジェクト等 
(株)GS ユアサは IFRS 導入を視野に入れて検討しているなかで、固定資産の重要性を認
識し、問題となりそうな論点を取り上げて調査・検討を行っている [篠崎/林、2013a, 
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2013b] 。先の経団連の事例紹介よりもさらに詳細かつ具体的に踏み込んだ検討が紹介され
ているので、同様の課題に取り組む企業にとって大いに参考になる。 
 固定資産のワーキング・グループとしてもっとも苦労したのが耐用年数をめぐる問題と
されており、①耐用年数の毎期末の見直し②実際の使用年数③グルーピングおよびそれ毎
の耐用年数④会計上の減価償却と税法上・管理会計上の減価償却、が詳細に検討されてい
る。このなかで、②経済実態にあった実際の使用年数を検討するにあたり、購入から除却
までの詳細なデータを整理し、使用年数を決定する際のさまざまな要因を調査している。
またグルーピングについても用途別や工程別に分析し、それとの関連から、コンポーネン
ト・アカウンティングの必要性もしくは可能性についても検討している[篠崎/林、2013a: pp. 
59-62]。 
  また、減価償却方法については、これまで建物および付属設備は定額法、それ以外の有
形固定資産は定率法を適用していたが、定率法が適切といえるか社内の実態を改めて確認
した結果、設備の使用実態はある程度一定と考えられることから、定額法を採用すること
とした[篠崎/林、2013b: p.46]。 
このようにして、事業部との連携を通して、企業の活動実態を把握し、それに相応しい
会計方法を検討するというアプローチが展開されている。なお、財務会計と税法や管理会
計との関係は実務上の大きな課題の一つとされるが、検討の結果、システム負担や工数負
担など考えて償却方法は統一するとの結論に至っている[篠崎/林、2013b: p.46]。本来的に
言えば、上記のように実態を詳細に調べた上で減価償却を適切に実施するならば、その数
値をもって管理会計上も利用できるはずであり、また税法上も損金として認められるべき
であり、後者については、むしろ、税法の側での今後の対応が望まれる。 
上記以外にも、たとえば小笠原[2011]は、IFRS 適用にあたって、減価償却方法、耐用年
数、コンポーネント・アカウンティングについて実務上考慮すべき点を紹介しており、ま
た、マーク/木村[2014]は、2005 年に EU 域内で IFRS が強制適用となった際のフランスに
おける対応について、やはり耐用年数の決定やコンポーネント・アカウンティングの問題
について事例を紹介している。いずれにしても、経理部門のみならず現場との連携のもと
で、企業の活動実態を調査し、それに応じた会計処理を選択適用するプロセスが必須であ
ることが強調されている。 
 
(c)IASB の対応 
IASB は、IAS16 に関連して減価償却の適用のためのガイダンスとして、「教育資料：
Introduction, Stage1, 2 and 3」を公表している[IASB、2013]。Introduction は、概念フレ
ームワークにもとづく学習についての基礎的な理解を促すとともに、他の Stage の特徴を
まとめている。 Stage 1 は、概念フレームワークや IAS16 の主たる規定を紹介した上で、
入門的な学生向けに主要な論点について設例とともに解説し、Stage 2 は公認会計士等の専
門家向けに高度な論点について解説している。Stage3 は専門家になる直前のコース向けに
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ケーススタディを用意している。これらはかなり膨大な量になるが、概念フレームワーク
を基礎として原則主義にもとづいて、固定資産会計に関連する論点を理解するための教材
として有用な資料である。これらはもちろん IFRS の規定の意味を分かりやすく解説するも
のであるので、IFRS に新たな内容を付加するものではない。たとえば、Stage1 では、「相
当程度、財務報告は事実の正確な描写というよりも見積り、判断およびモデルに基づいて
いる。」(p.17)とし、固定資産の取得原価の測定のみならず、それに続く減価償却にあたっ
て、さらに(a)主たる構成要素への配分(b)適切な減価償却方法の決定(c)耐用年数の見積り(d)
残存価値の見積りを含めて、判断と見積りに関わると述べ(p.17)、それぞれについて例を用
いながら解説を行っている(pp.17-18)。そして、演習のための事例が紹介されているが、こ
れらを通して、概念フレームワークにもとづいて、活動実態を適切に表すこと、すなわち、
適合性と表現の忠実性を備えた減価償却とはどのようなものかを説明している。もちろん、
この方針は、Stage2 や Stage3 でも貫かれており、全体を通して IFRS がねらいとしてい
る会計のあり方が示されている。 
また、この教材の公表に先立つ 2010 年には、Wayne Upton による教育文書「減価償却
と IFRS」[Upton、2010: ASBJ、2010]が公表されていた。これは、減価償却に関わる主た
る論点について Upton の私的な考えを整理したものであり、IASB の公式見解ではないが、
IAS16 の適用にあたってガイダンスとして参考になる資料と考えられる。この資料が作成
された背景には、日本からの要請も考慮されているようであるが、いずれにしても、固定
資産の会計という一般的なテーマでありその影響力は大きいので、基準の趣旨を分かりや
すく解説し、実務上の混乱を少なくしようとの配慮がなされている。 
たとえば、コンポーネント・アカウンティングについては、IAS 16 が言及している航空
機の機体部分とエンジン部分の区別に触れつつ、このような区分について「判断が必要」
と指摘する。残存価額の見積りについても、多くの場合、毎期見直しを行うことまで要求
されてはいないが、それが毎期変動する可能性があれば確認する必要があり、ここでも「判
断が必要」とされる(ASBJ、pp.2-3 )。耐用年数に関しては、「たとえば、経済的耐用年数が
10 年の車両を考えてみよう。企業は車両を 3 年間保有し、その後に新しい車両に買い換え
る慣行を有している。このケースでは、その耐用年数は、10 年ではなく 3 年となる。その
場合の残存価額は、10 年間保有し続けることを意図した場合よりも高くなる。」(ASBJ、p. 
4)としている。つまり、企業の管理運営方針に即して実態を適切に表現すべく耐用年数や残
存価額を決定すべきと趣旨である。そして、減価償却方法については、「使用される減価償
却方法は、資産の将来の経済的便益が企業によって消費されると予測されるパターンを反
映するものでなければならない。」(IAS16, 60 項)という単純な規定しかないが、「減価償却
方法の選択はフリーチョイスではない」し、実際の判断は、それほど単純ではないと指摘
する(ASBJ、p.5 )。たとえば、有料道路の例では当初は利用が少なく、のちに利用が増加す
る場合、生産高比例法が適切かもしれないし、また、耐用年数の後半に、より多くの修繕
やより頻繁なメンテナンスが必要となる資産や製品価格がのちに低下していくような資産
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については、定率法がその消費パターンのより良い近似となる場合もあると述べている。
(ASBJ、pp.5-6 ) かくして、定額法が必ずしも優先される方法とは限らないとのコメント
は、先の座談会での発言や経団連の適用事例とも符合するものである。 
いずれにしても、企業の活動実態をよく調査し、その実態を適切に反映すると判断でき
る方法を選択適用することが推奨されていることがここでも確認できる。 
 
4. 結 語 
日本における減価償却手続は、多くの場合、会計上認められる複数の減価償却方法から
一つの方法を任意に選択し、税法基準に準拠して耐用年数や残存価額を決定し、固定資産
の取得原価を規則的、継続的に配分計算をしている。結果として、減価償却費の計上額や
固定資産の帳簿残高が同一の尺度で計算されずに企業間比較が十分にできないとしても、
会計および監査実務上、それほど問題とされない。しかし、こういった欠点は古くから学
説上、指摘されており、昨今では、IFRS 適用に直面して減価償却会計を考える際の課題と
して改めて注目されている。検討にあたっては、動態論あるいは収益費用か資産負債観か
といった概念上の論争にとどまることなく、企業の活動実態を反映させるという会計の基
本に立ち戻ることで具体的な解決へと踏みだすことができる。 
ちなみに、IFRS は概念フレームワークの質的特性[IASB、2010]において、財務報告の
有用性を支える基本的な 2 つの特性として適合性(relevance)と表現の忠実性(faithful 
representation)をあげているが、適合性とは投資者の意思決定にとって適合する性質であ
り、どのような投資者を想定するかによって適合性の内容も変わりうる。また、表現の忠
実性といっても、客観的な唯一の特性とまでは言えず、適合性の内容に依存する部分もあ
ろうし、また財務報告の目的によっても影響を受けると考えられる。その意味では、企業
の活動実態を適切に表現するといってもその内容を一義的に決定するのは困難を伴うであ
ろう。 
固定資産の減価については、物理的な減耗のみならず、経済的な価値の減耗も考慮すべ
きであるので、耐用年数の考慮にあたっては、どのように使用するかという経営方針にも
依存する。とはいえ、経営者の意図に依存するというのでは、会計上の恣意性が介入する
ので、これを極力排除するために、より客観的な管理運営方針に即した会計の適用を考え
る方向がとられる。この考え方は、金融商品の分類に際して、IAS39 による保有目的別分
類を IFRS 9 のビジネスモデルや契約キャッシュ・フローの特性にもとづく分類に変更した
ことと軌を一にしており、さらに言えば、測定尺度の適用をめぐる一般的問題への対応と
して、混合属性アプローチに説得力を与えるであろう。 
このような考え方は、固定資産の減価償却を止めて期末の公正価値で評価すべしとする
発想とは異なり、あくまでゴーイング・コンサーンを前提とした企業の活動実態を表現す
るアプローチである4。相変わらず IFRS への拒否反応も見受けられるが、実態をよりよく
                                                  
4もしも、期末での売却価値の情報へのニーズが高いとするならば、それは注記による開示で対応できると考えられる。 
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表すための会計方法の開発・改良という点で活発な議論や調査研究を進めることは会計の
発展にとって望ましいことである。 
先に紹介した Sterling[1979]は、会計コンベンションの選択適用によって費用配分計算を
する会計に留まるかぎり、会計は科学的となりえないと批判して売却時価による測定を提
唱しており、次のように指摘した:「われわれの選択は、不可能なものか困難なものかにあ
る。私は困難なものの方を選ぶ。」(p.18) 
本稿は彼自身の提案(すべてを売却時価で評価)とは異なり、取得原価にもとづきながら企
業の活動実態を適切に表現する費用配分計算の可能性を追求しているが、これもまた困難
な作業である。しかし、彼が指摘するように、それは不可能なままでいるよりも、実態に
少しでも近づく可能性があり、それによって、会計が単なる会計コンベンションの選択適
用による費用配分計算から少しでも脱することができれば、その試みに挑戦する価値はあ
ると考える5。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
5 ちなみに、社会的制度の一つである会計方法の開発・改良の作業は、一般化すれば、工学的なツールも含めて道具一
般の開発・改良である。それは道具の使用目的に照らして、その達成度合を高める一方で、副作用による弊害を減らす
試みである。会計(財務会計)の場合には、そこに期待される主たる役割が、継続事業(ゴーイング・コンサーン)を前提と
した企業活動の実態を表現することであるとすれば、その管理運営方針に即して、できるだけ適切に描写する方法の開
発とその基準化が追求される。 
このような一連のプロセスは、進化論的な視点からすれば、社会領域における複製子または相互作用子の進化のプロ
セスであり、それを促すのはエージェントとしての企業の会計担当者、基準設定機関のメンバー、そして会計研究者な
どである[冨塚、2011: 2012]。その際の淘汰基準としては、まずは IASB が示す概念フレームワーク、とりわけ質的特性
が考えられるが、より基本的な視点として「活動の実態を適切に表す」という企業実態観も重要な判断基礎を与えると
考えられる。 
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The Significance of Depreciation Accounting and Its Application 
－Accounting as Representing Business Reality－ 
 
Yoshikazu TOMIZUKA 
 
Abstract: 
Companies in Japan have adopted any depreciation method voluntarily among several 
approved ones, along with the tax law concerning useful lives and residual values. 
Although this practice impairs the comparability of depreciation costs and the resulting 
book balance among companies, it has not made any big issue in accounting and 
auditing practices as long as it is the result of regular and continuous calculations. Many 
academics, however, criticized this practice and recently, even practical accountants 
have taken much notice of this issue with facing application of IFRS. Only conceptual 
discussion around Revenue-Expense View vs. Asset-Liability View could not make any 
sense. We should examine the proper depreciation practice on the basic idea of 
representing the business substance at each company. This paper advances this approach 
with examining the idea of IFRS and several efforts at practical level. 
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